
【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年６月26日

【事業年度】 第56期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

【会社名】 株式会社サンゲツ

【英訳名】 SANGETSU CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　日 比 賢 昭

【本店の所在の場所】 名古屋市西区幅下一丁目４番１号

【電話番号】 052（564）3331

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長　　上 原 　 健

【最寄りの連絡場所】 名古屋市西区幅下一丁目４番１号

【電話番号】 052（564）3331

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長　　上 原 　 健

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）

EDINET提出書類

株式会社サンゲツ(E03071)

有価証券報告書

 1/83



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （百万円） － － 114,258 122,733 119,176

経常利益 （百万円） － － 7,207 7,525 6,683

当期純利益 （百万円） － － 3,724 3,183 1,696

純資産額 （百万円） － － 118,801 118,494 116,714

総資産額 （百万円） － － 137,347 138,580 135,656

１株当たり純資産額 （円） － － 2,958.73 2,952.41 2,908.45

１株当たり当期純利益
金額

（円） － － 91.56 79.33 42.27

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 86.5 85.5 86.0

自己資本利益率 （％） － － 3.2 2.7 1.4

株価収益率 （倍） － － 36.7 35.4 51.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） － － 5,466 3,646 8,936

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） － － △230 △9,340 △196

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） － － △3,226 △3,030 △3,045

現金及び現金同等物の
期末残高

（百万円） － － 21,201 12,482 18,176

従業員数
（外、平均臨時雇用者
数）

（人）
－
(－)

－
(－)

1,087
(122)

1,127
(120)

1,158
(114)

（注）１．第54期より連結財務諸表を作成しているため、第53期以前については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （百万円） 104,148 105,122 108,972 111,023 107,393

経常利益 （百万円） 9,014 7,356 7,135 7,329 6,574

当期純利益 （百万円） 5,131 4,277 3,711 3,167 1,698

持分法を適用した場合
の投資利益

（百万円） － － － － －

資本金 （百万円） 13,616 13,616 13,616 13,616 13,616

発行済株式総数 （千株） 43,188 43,188 42,188 42,188 42,188

純資産額 （百万円） 116,266 117,333 118,780 118,462 116,703

総資産額 （百万円） 152,821 131,509 133,964 134,796 132,328

１株当たり純資産額 （円） 2,895.26 2,922.00 2,958.19 2,951.60 2,908.19

１株当たり配当額
（うち１株当たり中間
配当額）

（円）
65.00
(19.00)

75.00
(32.50)

75.00
(37.50)

75.00
(37.50)

75.00
(37.50)

１株当たり当期純利益
金額

（円） 125.26 105.32 91.23 78.92 42.32

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 76.1 89.2 88.7 87.9 88.2

自己資本利益率 （％） 4.5 3.7 3.1 2.7 1.4

株価収益率 （倍） 19.8 25.1 36.8 35.5 51.3

配当性向 （％） 51.9 71.2 82.2 95.0 177.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 6,887 △17,964 － － －

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △565 10,525 － － －

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △4,516 △3,152 － － －

現金及び現金同等物の
期末残高

（百万円） 29,782 19,190 － － －

従業員数
（外、平均臨時雇用者
数）

（人）
950
(124)

955
(118)

970
(122)

1,000
(119)

1,032
(113)

（注）１．連結財務諸表を作成しているため、第54期以降の持分法を適用した場合の投資利益及びキャッシュ・フ

ローの状況については記載しておりません。

２．第52期及び第53期の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりま

せん。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【沿革】

昭和28年４月 個人商店（山月堂）を株式会社に改組して設立

昭和35年４月 壁紙販売部を開設

昭和45年４月 株式会社山月堂を株式会社サンゲツに商号変更

６月 名古屋ショールーム開設

昭和47年６月 東京営業所、東京ショールーム開設

昭和51年６月 東京店開設

10月 福岡店開設

昭和53年３月 大阪店開設

昭和54年12月 クッションフロアの販売を開始

昭和55年11月 名古屋証券取引所市場第二部に上場

昭和56年１月 カーテンの販売を開始

昭和57年４月 カーペットの販売を開始

７月 福岡ショールーム開設

11月 本社を現在地に移転

11月 仙台店開設

昭和59年12月 札幌店開設

昭和61年１月 フロアタイルの販売を開始

昭和63年１月 カーペットタイルの販売を開始

平成元年９月 名古屋証券取引所市場第一部銘柄に指定

平成２年６月 広島ショールーム開設

平成３年10月 岡山店、岡山ショールーム開設

平成６年２月 大阪ショールーム開設

10月 椅子生地の販売を開始

平成８年10月 米国に「Sangetsu America, Inc.」（現在非連結子会社）を設立

12月 東京証券取引所市場第一部に上場

平成17年９月 株式会社サングリーン（現在連結子会社）の株式取得 
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３【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社３社で構成され、当社及び子会社Sangetsu America,

 Inc.は主として壁装材、カーテン、床材等のインテリア商品の販売を、子会社の株式会社サングリーンは主として門

扉、フェンス、テラス等のエクステリア商品の販売を行っております。なお、当社及び株式会社サングリーンは主と

して国内における販売を行っており、Sangetsu America, Inc.はアメリカにおける情報収集及び当社商品の販売を行っ

ております。

以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

（連結子会社）
㈱サングリーン

名古屋市守山区 130 エクステリア事業 100 当社役員の兼任及
び従業員の出向

（注）　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況
　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

 インテリア事業 1,032 (113)

 エクステリア事業 126 (1)

合計 1,158 (114)

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2) 提出会社の状況
　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

1,032 (113)  32.4 11.6 5,453

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、前半は企業収益の改善を背景とした設備投資の増加や雇用環境の改善

などに支えられ、概ね回復基調で推移しましたが、後半は原油価格や原材料価格の急激な高騰、サブプライムロー

ン問題から発した景気減速懸念により、景況感は悪化傾向を強めつつ推移しました。その中で、４年間好調であっ

た新設住宅着工戸数は改正建築基準法施行の影響を受けて、前年対比19.4％減の103万戸と大きく減少し、また原

油価格等の高騰は原材料価格の上昇となって影響を与え、インテリア業界、エクステリア業界の事業環境は厳し

い状況となりました。

このような状況の中、当社グループは環境に配慮し、良品廉価を貫くとともに、新設住宅着工戸数に影響を受け

ない非住宅市場やリフォーム市場などの深耕開拓、販路の拡大、ＩＴの積極的な活用等によるきめ細かな営業活

動を展開しました。

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高119,176百万円（前年同期比2.9％減）、営業利益6,307百万円（同

12.8％減）、経常利益6,683百万円（同11.2％減）となりました。また、財務の保守的な見地から繰延税金資産の回

収可能性を見直し、税務上の損金算入時期が不確定な将来減算一時差異に係る繰延税金資産の取崩しを行い、法

人税等調整額1,712百万円を計上したことにより、当期純利益につきましては、1,696百万円（同46.7％減）と大き

く減少いたしました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（インテリア事業） 

期初より芳しくなかった新設住宅着工戸数が、改正建築基準法施行に伴い大幅に減少し、事業環境は厳しい状

態が続きました。このような状況下、当社は期待されるリフォーム需要に向けた営業注力、また、非住宅分野への

販売強化に取り組みました。

壁装材につきましては、平成19年４月に中間価格帯の商品を収録した見本帳「ファイン1000」、７月に低価格

志向を受け、需要の多い量販壁紙「ＳＰ」を改訂し発売しました。「ファイン1000」では、質的向上が重視される

住宅市場、個性と快適さが従来以上に求められる商業施設やオフィス等の非住宅市場に向けて、機能性やそれぞ

れの用途に応じたデザインを充実させております。また、平成20年１月に化学物質の発散を最小限に抑えた壁紙

「ＩＳＭ壁紙」の見本帳を発行、２月には貼り替え時に下地の凹凸が目立ちにくくきれいに仕上がる厚みと、豊

富なデザインや機能性をもった壁紙の見本帳「快適リフォーム」を発売し、販売に努めました。

カーテンにつきましては、平成19年６月に上質なオーダーカーテンの見本帳「ロマネモード Vol.２」、８月に

椅子張り地の見本帳「椅子張総合見本 Vol.５」を発行、更に平成20年１月には流行をとらえたファブリックを中

心に、遮光カーテンやシィアー＆レースカーテンを充実させたオーダーカーテンの見本帳「ソレイユ　ドゥ」を

発行し、販売に努めました。

床材につきましては、平成19年４月に「カーペット総合」と、汎用品をセレクトした「カーペット5000」を発

行、７月には「フロアタイル」の見本帳を発行し、主として商業施設等の非住宅用途で好評を博しました。また９

月に天然木を使用した防音直貼りフローリング「ウッドフロア」を発行しました。

これらのほか、既発行の見本帳収録商品の拡販にも努めました。

この結果、インテリア事業における売上高は107,393百万円（前年同期比3.3％減）、営業利益は6,200百万円（同

11.9％減）となりました。

（エクステリア事業） 

エクステリア業界においても、新設住宅着工戸数の大幅な減少、原油高騰による商品価格の上昇、企業間の競争

の激化などを受け、厳しい状況が続いております。

このような中、子会社株式会社サングリーンは、平成19年５月に新たな商圏の獲得を目指すために神奈川県に

湘南支店を開設いたしました。11月には愛知県常滑市に拠点を置く、株式会社共和住器の発行済株式を100％取

得、株式会社サングリーンの子会社とし、愛知県内での業容を一層拡大し、提案力強化、新たなユーザーニーズの

開拓に繋げ、更なる成長を目指しております。また、平成20年２月に豊川事務所を開設、13支店１事務所体制とし、

営業基盤拡大の実現、新規顧客の開拓を図るとともに、地道な営業活動を積み重ねております。

この結果、エクステリア事業における売上高は11,783百万円（前年同期比0.6％増）、営業利益は107百万円（同

44.3％減）となりました。
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(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益及び投

資有価証券の償還による収入などにより、前連結会計年度末に比べ5,694百万円増加し、18,176百万円となりまし

た。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は8,936百万円（前年同期は3,646百万円の獲得）となりました。これは主に、法人

税等の支払額3,297百万円などによる支出があったものの、税金等調整前当期純利益を6,369百万円計上したこと

による収入などがあったことを反映したものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は196百万円（前年同期は9,340百万円の使用）となりました。これは主に、投資有

価証券の償還による収入15,000百万円と、投資有価証券の取得による支出16,416百万円との差額及び有形固定資

産、無形固定資産の取得による支出1,170百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は3,045百万円（前年同期は3,030百万円の使用）となりました。これは主に、配当

金の支払額3,009百万円によるものであります。

２【仕入及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当連結会計年度の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

インテリア事業 （百万円） 78,018 96.6

エクステリア事業 （百万円） 10,186 101.1

合計 （百万円） 88,204 97.1

（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

インテリア事業 （百万円） 107,393 96.7

エクステリア事業 （百万円） 11,783 100.6

合計 （百万円） 119,176 97.1

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．総販売実績の10％以上の割合を占める主要な取引先はありません。
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３【対処すべき課題】

当社グループの事業環境は、改正建築基準法施行に伴う審査手続要因もあり、新設住宅着工戸数が大幅に減少し、

今しばらくその影響が続くものと考えられ、また原油価格の上昇傾向は今後も続くと思われます。しかしながら商

品仕入価格の値上り分の販売価格への転嫁は緩やかで、取り巻く環境は引き続き厳しい状況で推移するものと思わ

れます。

このような状況の中、以下の重点施策を推進しております。

(1) インテリア事業

ますます多様化、個性化していくライフスタイル、そして高齢化、環境問題といった時代の流れの中で、少しで

も日本の豊かな生活づくりに貢献できるよう、よりよい商品の開発に努力します。また、今まで以上に商業施設等

コントラクト物件に注力します。

(2) エクステリア事業

よりよい商品の提供と提案を行うため、取扱商品の拡充、営業拠点の拡大、ＩＴ化の推進を図ります。

(3) その他事業

インテリア周辺事業で有望分野があれば積極的に進出し、事業領域を拡大してまいります。

４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 事業環境について

当社グループは、壁装材、カーテン、床材等のインテリア商品の販売を主とするインテリア事業と、門扉、フェン

ス、テラス等のエクステリア商品の販売を主とするエクステリア事業を行っております。

これらの事業においては、新設住宅着工戸数や住宅リフォーム需要及び非住宅分野の商業施設や公共施設等の

建設需要などの変動による影響を受ける面が大きく、住宅政策、税制の変更や市況の悪化などにより、当社グルー

プの経営成績に影響を与える可能性があります。

(2) 仕入価格の変動について

当社グループの取扱い商品は、石油化学製品を原料とするものが多く、原油価格の高騰などにより商品仕入価

格に極端な変動がある場合、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

(3) 経営成績の変動について

当社グループの商品が使用される戸建て住宅、マンション、商業店舗などの建築物件は、年末及び年度末に完

成、改装等の需要が比較的多く、このため当社グループの売上も11月、12月、３月が他の月に比べて多くなる傾向

があります。

５【経営上の重要な契約等】

当社は、山田照明株式会社と照明器具製造販売事業に関し業務提携を行うこととし、同社の事業を承継する会社

の第三者割当増資の引受（子会社化）に関し、平成20年５月23日に基本合意契約を締結しました。　

なお、詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記事項 （重要な後発

事象）」 に記載のとおりであります。
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６【研究開発活動】

当社グループは、企業活動を通じて日本の生活空間を豊かにすることを企業理念とし、主にインテリア事業にお

いて、「創造的デザイン」「信頼される品質」「適正な市場価格」を基本となる価値観として、よりよい商品の開

発に取り組んでおります。

当連結会計年度における事業の種類別セグメントごとの研究開発活動の状況は次のとおりであります。

（インテリア事業）

インテリア事業においては、壁装材、カーテン、床材等を合わせて約13,000点の商品を販売し、毎年そのおよそ３

分の１を見本帳更改に向けて開発する必要があるため、主として当社マーケティング本部クリエイティブ課にお

いて新しいデザイン、色彩、流行、品質改良及び用途の拡大を研究開発しております。

なお、当事業に係る研究開発費は、142百万円であります。

（エクステリア事業）

研究開発活動は行っておりません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態

当連結会計年度末における資産合計は135,656百万円であり、前連結会計年度末に比べ2,924百万円減少してお

ります。流動資産は84,690百万円と前連結会計年度末に比べ1,058百万円増加しましたが、これは主に投資有価証

券の償還、売却による現金及び預金の増加によるものです。固定資産は50,965百万円と前連結会計年度末に比べ

3,983百万円減少しました。

負債合計は18,941百万円であり、前連結会計年度末に比べ1,143百万円減少しております。これは主に支払手形

及び買掛金の減少によるものです。

純資産合計は116,714百万円であり、前連結会計年度末に比べ1,780百万円減少しております。

これらにより当社グループの流動比率は532.0％、自己資本比率は86.0％となり、その他の要素も含め、健全な財

務状態を維持しております。

(2) 経営成績

当社グループの中核事業であるインテリア事業におきましては、営業政策の中心は見本帳にあります。見本帳は

商品種類ごとに作成し、およそ３年おきに更新しております。見本帳の更新期をめどに市場のトレンドを捉え、デ

ザイン、機能等を新たにして商品を開発し、新見本帳に掲載、発売しております。新商品の開発、見本帳発行時期、商

品価格政策は重要な経営戦略であり、業績向上のため鋭意努力しております。当連結会計年度の経営成績の詳細は

１「業績等の概要」(1)業績に記載のとおりでありますが、その結果、売上高総利益率は26.2％、売上高営業利益率は

5.3％、売上高経常利益率は5.6％となりました。

当社グループを取り巻く事業環境は、米国の景気減速の影響、原油価格や原材料価格の高騰などにより不透明

感が増しております。その中で、住宅投資は緩やかな持ち直しが期待できるもののなお低水準にあり、また、原油

価格の動向により更なる商品の原材料価格上昇が懸念されるなど、厳しい経営環境が続くものと考えておりま

す。

このような状況のもと、平成18年４月よりスタートした当社グループ中期経営計画に、前回の計画策定時から

の環境変化を織り込み、これまでの成果を踏まえた施策を加え、新たな成長戦略を描いてまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資等の金額は、総額1,220百万円となりました。

インテリア事業においては、営業強化と物流体制の充実を目的として、平成20年５月開設の三郷（みさと）物流

センター（埼玉県草加市）を中心とする総額1,200百万円の設備投資を実施しました。

エクステリア事業においては、湘南支店及び豊川事務所を開設し、営業基盤の拡充を中心とする総額19百万円の

設備投資を実施しました。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社
　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

工具器具
備品

合計

本社及び名古屋店
（名古屋市西区他）

 インテリア事業

統括業務施設
販売設備
在庫配送設備
ショールーム

2,109 260
7,217

(29,176)
155 9,743 285

東京店
（東京都品川区他）

〃
販売設備
在庫配送設備
ショールーム

1,024 262
366

(1,318)
150 1,804 180

大阪店
（兵庫県尼崎市他）

〃 〃 950 225
2,798

(12,892)
46 4,020 126

福岡店
（福岡市博多区） 

〃 〃 1,150 213
2,152

(14,843)
63 3,579 71

岡山店
（岡山県都窪郡早島町）

〃 〃 1,247 203
1,506

(25,462)
22 2,980 44

仙台店
ほか１支店

〃
販売設備 
在庫配送設備

597 131
1,000

(11,900)
42 1,772 91

岡崎営業所
ほか18営業所

〃
販売設備
ショールーム

137 43
562

(1,911)
39 782 235

（注）１．帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。なお、金額には消費税等を含めておりません。

２．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称 数量 リース期間
年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

汎用コンピューター

（オペレーティング・リース） 
一式 ３年間 258 516

(2) 国内子会社
　 平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

土地
(面積㎡)

工具器具
備品

合計

 ㈱サングリーン

本社他

 (名古屋市守山
区他)

 エクステリア
事業

 統括業務施設
 販売設備
 在庫配送設備

253 16
955

(9,887)
20 1,246 126

（注）　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。なお、金額には消費税等を含めておりません。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設

該当事項はありません。 

(2) 重要な改修

該当事項はありません。

(3) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 159,000,000

計 159,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 42,188,240 42,188,240
東京証券取引所
名古屋証券取引所
各市場第一部

―

計 42,188,240 42,188,240 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成17年11月17日 △1,000 42,188 － 13,616 － 20,005

（注）　自己株式の消却による減少であります。

(5) 【所有者別状況】
　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 55 30 284 75 1 5,560 6,005 －

所有株式数
（単元）

－ 92,331 2,736 26,597 122,178 5 177,700 421,547 33,540

所有株式数の
割合（％）

－ 21.90 0.65 6.31 28.98 0.00 42.15 100.00 －

（注）１．自己株式2,058,896株は、「個人その他」に20,588単元及び「単元未満株式の状況」に96株を含めて記載

しております。

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、15単元含まれております。

EDINET提出書類

株式会社サンゲツ(E03071)

有価証券報告書

13/83



(6) 【大株主の状況】
　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
　　（％）

ノーザン　トラスト　カンパニー
（エイブイエフシー）サブ　アカ
ウント　アメリカン　クライアント
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店）

50 BANK STREET CANARY WH
ARF LONDON E14 
5NT UK
（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

6,767 16.04

日 比 祐 市 名古屋市昭和区 2,722 6.45

日 比 恭 平 名古屋市東区 2,646 6.27

日 比 喜 博 名古屋市瑞穂区 1,786 4.23

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,309 3.10

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,193 2.82

日 比 茂 雄 名古屋市瑞穂区 1,191 2.82

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,041 2.46

株式会社大垣共立銀行
（常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社）

岐阜県大垣市郭町三丁目98番地
（東京都中央区晴海一丁目８番12号） 1,032 2.44

日 比 東 三 東京都目黒区 976 2.31

計 ― 20,668 48.99

（注）１．当社は自己株式2,058千株を所有しておりますが、上記大株主の状況には含めておりません。

２．前事業年度末現在主要株主でなかったノーザン　トラスト　カンパニー（エイブイエフシー）サブ　アカ

ウント　アメリカン　クライアントは、当事業年度末では主要株主になっております。

３．シルチェスター・インターナショナル・インベスターズ・リミテッドから、平成20年３月11日付で提出

された大量保有報告書（変更報告書）により平成20年３月５日現在で7,063千株を保有している旨の報告

を受けております。このため、シルチェスター・インターナショナル・インベスターズ・リミテッドは、同

日現在では主要株主となっておりますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができませ

んので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、シルチェスター・インターナショナル・インベスターズ・リミテッドの大量保有報告書（変更報

告書）の内容は以下のとおりであります。

大量保有者  シルチェスター・インターナショナル・インベスターズ・リミテッド

住所  英国ロンドン　ダブリュー１ジェイ　６ティーエル，ブルトン　スト

 リート１，タイム　アンド　ライフ　ビル５階

保有株券等の数  7,063,900株

株券等保有割合  16.74％

４．スプラスグローブ・インベストメント・マネジメント・リミテッドから、平成15年10月23日付で提出さ

れた大量保有報告書により平成14年１月７日現在で2,192千株を保有している旨の報告を受けております

が、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めて

おりません。

なお、スプラスグローブ・インベストメント・マネジメント・リミテッドの大量保有報告書の内容は以

下のとおりであります。

大量保有者  スプラスグローブ・インベストメント・マネジメント・リミテッド

住所  181 University Avenue, Suite 1300 Toronto, Ontario Canada M5H 

 3M7

保有株券等の数  2,192,100株

株券等保有割合  5.33％
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※同報告書では、発行済株式総数を41,142,371株として計算しております。

５．日比祐市氏から、平成14年８月５日付で提出された大量保有報告書により、共同保有分を含めて平成14

年７月30日現在で2,772千株（6.42％　平成14年７月30日現在）を保有している旨の報告を受けておりま

す。

６．日比恭平氏から、平成14年８月５日付で提出された大量保有報告書により、共同保有分を含めて平成14

年７月30日現在で2,737千株（6.34％　平成14年７月30日現在）を保有している旨の報告を受けておりま

す。

７．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、平成19年12月３日付で提出された大量保有報告書

（変更報告書）により、平成19年11月26日現在で1,819千株を保有している旨の報告を受けております。

なお、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループの大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下の

とおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数 
（株）

株券等保
有割合
（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,041,350  2.47

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号   398,900 0.95

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 378,900 0.90

計 ― 1,819,150 4.31
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(7) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － ― ―

議決権制限株式（自己株式等） － ― ―

議決権制限株式（その他） － － ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   2,058,800 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式  40,095,900 400,944 ―

単元未満株式 普通株式 　   33,540 ― ―

発行済株式総数 42,188,240 ― ―

総株主の議決権 ― 400,944 ―

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」は、全て当社所有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株含まれております。　な

お、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれておりません。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社サンゲツ
名古屋市西区幅下
一丁目４番１号

2,058,800 － 2,058,800 4.88

計
― 2,058,800 － 2,058,800 4.88

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 5,642 13,775,615

当期間における取得自己株式 171 344,455

（注）  当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式は含まれておりません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

－ － － －

その他（―） － － － －

保有自己株式数 2,058,896  － 2,059,067 － 

（注）  当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の買取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、利益配分につきましては、経営の安定、業績の継続的向上を基本として、株主の皆様への安定的配当の維

持を図ると同時に配当性向、純資産配当率にも意を用いつつ、将来に向けて会社基盤を強化し、不測の事態に対応で

きるよう内部留保に努めております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり75円の配当（うち中間配当37円50銭）を実施す

ることを決定しました。この結果、当事業年度の配当性向は177.2％となります。

内部留保資金につきましては、さらなる事業拡大の為の投資に充当するとともに、財務体質及び競争力の強化の

ために備える方針であります。

当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定

めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成19年11月８日
取締役会決議

1,505 37.5

平成20年６月26日
定時株主総会決議

1,504 37.5

４【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 2,505 2,805 3,640 3,400 2,850

最低（円） 1,805 2,200 2,570 2,660 1,946

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 2,545 2,410 2,540 2,390 2,350 2,260

最低（円） 2,300 2,265 2,380 2,230 2,205 1,946

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役社長
(代表取締役)

　 日 比 賢 昭 昭和３年９月15日生

昭和22年５月 山月堂商店家業に従事

昭和28年４月 会社設立と同時に常務取締役就

任

昭和38年６月 専務取締役就任

昭和40年10月 代表取締役社長就任（現任）

（注）４ 0

専務取締役
(代表取締役)

　 日 比 祐 市 昭和６年４月27日生

昭和25年４月 山月堂商店家業に従事

昭和28年４月 会社設立と同時に取締役就任

昭和38年６月 常務取締役就任

昭和42年６月 専務取締役就任（現任）

昭和55年６月 代表取締役就任（現任）

平成17年９月 ㈱サングリーン代表取締役会長

就任（現任）

（注）４ 2,722

取締役 東京店長 日 比 東 三 昭和13年11月３日生

昭和36年４月 愛知トヨタ自動車㈱入社

昭和42年３月 当社入社

昭和51年６月 東京店長

昭和53年６月 取締役東京店長就任（現任）

（注）４ 976

取締役
マーケティング
本部部長

日 比 喜 博 昭和33年２月21日生

昭和58年４月 当社入社

平成２年４月 商品本部部長

平成９年１月 マーケティング本部部長

平成12年６月 取締役マーケティング本部部長

就任（現任）

（注）４ 1,786

取締役 岡山店長 田 中 三 千 春 昭和25年12月14日生

昭和49年３月 当社入社

平成６年４月 仙台店長

平成11年４月 岡山店長

平成12年６月 取締役岡山店長就任（現任）

（注）４ 18

取締役 
経理部長兼情報
システム部長

 上 原    健 昭和22年11月27日生

昭和45年３月 当社入社

平成８年４月 管理本部経理担当部長

平成11年４月 管理本部部長

平成18年６月 取締役管理本部長就任

平成19年５月 取締役経理部長兼情報システム
部長就任（現任）

（注）４ 28

取締役
経営企画担当部
長兼内部統制室
長

 伊 藤 祥 夫 昭和25年４月13日生

平成10年２月 日興證券㈱（現　日興シティホー

ルディングス㈱）名古屋公開引

受部長

平成11年６月 ㈱東海銀行（現　㈱三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行）中部営業推進部調査役

平成15年10月 ㈱ＵＦＪ銀行（現　㈱三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行）情報営業部調査役

平成16年６月 当社常勤監査役就任

平成18年６月 取締役経営企画担当部長就任

（現任）

平成19年５月 取締役総務部長就任

平成20年３月 取締役内部統制室長就任（現

任）

（注）４ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

常勤監査役 　 中 尾 　 健 昭和６年９月12日生

昭和62年４月 名古屋市中川区長

平成元年４月 財団法人名古屋市住宅管理公社

（現　名古屋市住宅供給公社）常

務理事

平成４年６月 当社監査役就任

平成７年７月 常勤監査役就任（現任）

（注）５ －

常勤監査役 　 内 林 利 幸 昭和10年１月31日生

昭和60年11月 日興證券㈱（現　日興シティホー

ルディングス㈱）名古屋事業法

人部長

平成９年６月 東海丸万証券㈱（現　東海東京証

券㈱）代表取締役副社長就任

平成12年６月 当社監査役就任

平成18年６月 常勤監査役就任（現任）

（注）５ －

監査役 　 那 須 國 宏 昭和19年６月５日生

昭和44年４月 名古屋弁護士会（現　愛知県弁護

士会）登録

昭和50年10月 那須國宏法律事務所開設

平成11年４月 名古屋弁護士会（現　愛知県弁護

士会）会長

平成15年７月 愛知県人事委員会委員長

平成19年６月 当社監査役就任（現任）

（注）５ －

監査役 　 米 山 一 也 昭和20年２月５日生

平成12年６月 ㈱東海総合研究所（現　三菱ＵＦ

Ｊリサーチ＆コンサルティング

㈱）研究理事

平成17年３月 米山経営研究所代表

平成18年６月 当社監査役就任（現任）

（注）６ －

　 　 　 　 計 　 5,533

（注）１．常勤監査役中尾健、常勤監査役内林利幸、監査役那須國宏及び監査役米山一也は、会社法第２条第16号に

定める社外監査役であります。

２．専務取締役日比祐市及び取締役東京店長日比東三は、取締役社長日比賢昭の弟であります。

３．取締役マーケティング本部部長日比喜博は、取締役社長日比賢昭の長男であります。

４．平成20年６月26日開催の定時株主総会における選任後、２年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までであります。

５. 平成19年６月28日開催の定時株主総会における選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までであります。 

６．平成20年６月26日開催の定時株主総会における選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、年々変化する経営環境のなか、企業基盤の確立、成長発展、企業競争力強化に向け、少人数の取締役によ

る迅速な意思決定とともに、企業の透明性の観点から、経営チェック機能の充実に努めております。会社法等に

則った株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人監査などのほか、内部統制、内部牽制組織の充実を図り、正確な

経営情報の把握と健全性の維持、コンプライアンスの社内徹底などを行い、株主、投資家の皆様に企業情報を継続

的に提供しております。

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①　会社の機関及び内部統制の体制図 

　

　

②　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

（取締役、取締役会）

　当社の取締役は７名で、法令、定款、取締役会規則等の社内諸規定に沿って業務を執行し、定期及び必要に応じ

て臨時に取締役会を開催し、重要事項は取締役会に付議され、業務執行状況についても随時報告されておりま

す。各取締役は業界事情及び社内事情に精通しており、簡素でスピード感のある現状の体制が適切であると考

えております。
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（監査役、監査役会及び内部監査）

　当社は監査役制度を採用しており、監査役４名（全員社外監査役）が取締役会をはじめとする重要な会議へ

出席するほか、主要な事業所への往査等、監査役自身で監査業務を遂行し、必要に応じて、取締役、社員に対して

の情報聴取を行うなど、客観的な立場から取締役の職務遂行を監査しております。また、会計監査人から会計監

査の内容について説明を受けるとともに、定期及び必要に応じて会合を開催し、情報交換を行う等連携を図っ

ております。なお、社外監査役と当社の間には、特別の利害関係はありません。

監査役会は、常勤の監査役の選任、監査の方針等を協議し、監査業務を遂行しております。 

内部監査については、従来より社長直轄の監査室を設置しており、２名の担当者が各部門の業務遂行状況を

監査し、監査結果は随時社長に報告されております。また、監査室は内部監査規定に基づき、その監査で重要事

項がある場合は、直ちに常勤監査役へ報告する体制をとっており、監査役は監査室の監査報告書、被監査部門か

らの改善計画書を閲覧し、会社の業務執行の適正性の確保に努めております。

（内部統制システムの整備状況）

　平成18年５月11日開催の取締役会において、内部統制システムの基本方針を決議しております。

当社は、社会の公器として、インテリアを通じて人々に快適で安らぎのある住空間、豊かな暮らしを提供する

ことにより、社会に貢献することをめざしております。そのため社是等の企業理念を定め、当社の企業活動全般

が適正に運営されるよう、全役員、社員が日々努力しており、併せて、株主、最終ユーザー、販売先、仕入先、取引

金融機関等の当社をとりまく利害関係者への配慮も重視しております。 

企業理念等の社員への浸透については、新入社員教育をはじめ、諸社員教育の機会や社内報等を通じて企業

理念を周知徹底させるとともに、社員に企業理念等を記載したカードを携行させ、いつでも企業理念等に沿っ

て行動するよう指導しております。 

また、倫理規定を始めとするコンプライアンス体制にかかる規定を設け、役員、社員が法令、定款及び社会規

範を遵守した行動をとるための規範としており、コンプライアンス全体を統括する組織として、社長が最高責

任者となる「コンプライアンス委員会」を設置しております。

　　　　また、平成20年３月には、内部統制室を新設し、内部統制の推進向上を行っております。 

一方、公益通報者がその処遇などにおいて不当な扱いを受けることの無いよう十分配慮すると共に、相談窓

口となる担当部署及び担当弁護士を定め、当社が違法行為を放置することにより不利益を被ることのないよう

に体制の整備をしております。

③　会計監査の状況

監査法人トーマツと監査契約を結び、必要な会計情報の提供を行い、公正妥当な監査がしやすい環境を整備し

ております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、松岡正明、服部則夫であり、会計監査業務に係る補助

者は、公認会計士６名、会計士補等５名、その他７名であり、独立の立場から、通常の会計監査を受けるほか、必要

に応じて会計及び内部統制に関する問題について指導、助言を受けております。

(3) リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制は、職務分掌規定、職務権限規定に従って各部署の分掌範囲を各所属長が責任をもっ

て実行し、各担当取締役は各自の分掌範囲について規則、ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成、

配布等を行い、管理しております。また、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は総務部が行うものとし

ております。

(4) 役員報酬の内容

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

社内取締役に支払った報酬 234百万円

監査役に支払った報酬 25百万円

計 259百万円

（注）１．使用人兼務取締役の使用人給与相当額（賞与含む）63百万円は含まれておりません。

２．当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額35百万円（取締役33百万円、監査役１百万円）が含まれ

ております。
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(5) 監査報酬の内容

当事業年度における当社の監査法人トーマツに対する監査報酬は以下のとおりであります。

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第
２条第１項に規定する業務に基づく報酬

24百万円

上記以外の報酬 ６百万円

計 30百万円

(6) 責任限定契約の内容の概要

当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。

(7) 取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。

(8) 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって決する旨定款に定めております。

(9) 自己の株式の取得の決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得す

ることができる旨定款に定めております。これは自己の株式の取得を取締役会の権限とすることにより、機動

的な資本政策を可能にすることを目的とするものであります。

(10) 中間配当の決定機関

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配

当をすることができる旨定款に定めております。これは株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするも

のであります。

(11) 取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、同法第423条第１項の取締役（取締役

であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の賠償責任を法令の限度において免除するこ

とができる旨定款に定めております。これは取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、期待される役割を

十分に発揮できるようにすることを目的とするものであります。

(12) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって決する旨定款に定めて

おります。これは株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこ

とを目的とするものであります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づい

て作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当

事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並び

に、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31

日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、

監査法人トーマツにより監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  13,226   17,727  

２．受取手形及び売掛金 ※４  46,296   42,116  

３．有価証券 　  14,995   16,503  

４．たな卸資産 　  8,362   8,130  

５．繰延税金資産 　  700   666  

６．その他 　  580   361  

貸倒引当金 　  △529   △814  

流動資産合計 　  83,631 60.3  84,690 62.4

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1) 建物及び構築物 ※２ 22,866   22,969   

減価償却累計額 　 △14,344 8,522  △14,927 8,041  

(2) 機械装置及び運搬具 　 9,974   10,058   

減価償却累計額 　 △8,523 1,450  △8,697 1,360  

(3) 工具器具備品 　 3,046   3,006   

減価償却累計額 　 △2,486 559  △2,463 543  

(4) 土地 ※２  18,394   18,402  

(5) 建設仮勘定 　  86   518  

有形固定資産合計 　  29,014 20.9  28,866 21.3

２．無形固定資産 　       

(1) のれん 　  550   392  

(2) その他 　  819   888  

無形固定資産合計 　  1,370 1.0  1,281 0.9

３．投資その他の資産 　       

(1) 投資有価証券 ※１  10,164   7,232  

(2) 長期貸付金 　  89   86  

(3) 繰延税金資産 　  1,228   349  

(4) その他 　  14,279   14,530  

貸倒引当金 　  △1,198   △1,381  

投資その他の資産合計 　  24,564 17.7  20,817 15.3

固定資産合計 　  54,948 39.7  50,965 37.6

資産合計 　  138,580 100.0  135,656 100.0

　 　       
 

EDINET提出書類

株式会社サンゲツ(E03071)

有価証券報告書

25/83



　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形及び買掛金 ※2,4  12,584   11,351  

２．１年以内返済予定の
　　長期借入金

※２  21   21  

３．未払法人税等 　  2,038   1,705  

４．賞与引当金 　  818   869  

５．役員賞与引当金 　  50   －  

６．その他 　  1,658   1,971  

流動負債合計 　  17,171 12.4  15,919 11.7

Ⅱ　固定負債 　       

１．長期借入金 ※２  248   227  

２．退職給付引当金 　  1,461   1,484  

３．役員退職慰労引当金 　  1,091   1,126  

４．その他 　  113   185  

固定負債合計 　  2,914 2.1  3,022 2.2

負債合計 　  20,085 14.5  18,941 14.0

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  13,616 9.8  13,616 10.0

２．資本剰余金 　  20,005 14.4  20,005 14.7

３．利益剰余金 　  87,086 62.8  85,772 63.2

４．自己株式 　  △3,851 △2.8  △3,864 △2.8

　　株主資本合計 　  116,857 84.3  115,529 85.2

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

その他有価証券評価差
額金

　  1,637 1.2  1,184 0.9

　　評価・換算差額等合計 　  1,637 1.2  1,184 0.9

純資産合計 　  118,494 85.5  116,714 86.0

負債純資産合計 　  138,580 100.0  135,656 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  122,733 100.0  119,176 100.0

Ⅱ　売上原価 　  91,099 74.2  87,942 73.8

　売上総利益 　  31,634 25.8  31,234 26.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１. 荷造運搬費 　 5,597   5,592   

２. 見本帳費 　 2,200   2,325   

３. 給料手当 　 6,122   6,346   

４．賞与引当金繰入額 　 818   869   

５．役員賞与引当金繰入額 　 50   －   

６．退職給付費用 　 148   167   

７．役員退職慰労引当金繰　
入額 

　 38   35   

８．貸倒引当金繰入額 　 244   460   

９．その他 ※１ 9,181 24,400 19.9 9,129 24,926 20.9

　営業利益 　  7,233 5.9  6,307 5.3

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 113   198   

２．受取配当金 　 49   59   

３. 不動産賃貸収入 　 36   38   

４．その他 　 113 312 0.3 103 399 0.3

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 2   3   

２．不動産賃貸費用 　 13   14   

３．その他 　 4 21 0.0 5 23 0.0

　経常利益 　  7,525 6.1  6,683 5.6
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益 　       

１．固定資産売却益 ※２ 2   3   

２．投資有価証券売却益  7 10 0.0 18 22 0.0

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産売却損 ※３ 2   1   

２．固定資産除却損 ※４ 157   28   

３. 投資有価証券評価損  28   50   

４．減損損失 ※５ 6   －   

５．過年度役員退職慰労引
当金繰入額 

　 1,053   －   

６．貸倒引当金繰入額  　 670   218   

７. 契約解除損 　 －   35   

８．その他 　 30 1,948 1.6 2 336 0.3

税金等調整前当期純利
益

　  5,586 4.6  6,369 5.3

法人税、住民税及び事業
税

　 3,125   2,960   

法人税等調整額 　 △722 2,402 2.0 1,712 4,673 3.9

当期純利益 　  3,183 2.6  1,696 1.4
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

13,616 20,005 86,962 △3,847 116,736

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）   △1,505  △1,505

剰余金の配当   △1,505  △1,505

役員賞与（注）   △50  △50

当期純利益   3,183  3,183

自己株式の取得    △3 △3

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 123 △3 120

平成19年３月31日　残高
（百万円）

13,616 20,005 87,086 △3,851 116,857

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券　　評

価差額金
評価・換算　　　　差額

等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

2,065 2,065 118,801

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当（注）   △1,505

剰余金の配当   △1,505

役員賞与（注）   △50

当期純利益   3,183

自己株式の取得   △3

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△427 △427 △427

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△427 △427 △306

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,637 1,637 118,494

（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

13,616 20,005 87,086 △3,851 116,857

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △3,010  △3,010
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株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期純利益   1,696  1,696

自己株式の取得    △13 △13

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － △1,313 △13 △1,327

平成20年３月31日　残高
（百万円）

13,616 20,005 85,772 △3,864 115,529

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券　　評

価差額金
評価・換算　　　　差額

等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,637 1,637 118,494

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当   △3,010

当期純利益   1,696

自己株式の取得   △13

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△453 △453 △453

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△453 △453 △1,780

平成20年３月31日　残高
（百万円）

1,184 1,184 116,714
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

税金等調整前当期純利益 　 5,586 6,369

減価償却費 　 1,274 1,279

減損損失 　 6 －

のれん償却額 　 157 157

貸倒引当金の増減額（減少△） 　 333 468

賞与引当金の増減額（減少△） 　 13 51

役員賞与引当金の増減額（減少△） 　 50 △50

退職給付引当金の増減額（減少△） 　 63 23

前払年金費用の増減額（増加△） 　 △43 △48

役員退職慰労引当金の増減額（減少△） 　 1,091 34

受取利息及び受取配当金 　 △163 △257

支払利息 　 2 3

固定資産売却益 　 △2 △3

投資有価証券売却益 　 △7 △18

為替差損益（差益△） 　 △16 1

固定資産売却損 　 2 1

固定資産除却損 　 157 28

投資有価証券評価損 　 28 50

売上債権の増減額（増加△） 　 △2,036 4,180

たな卸資産の増減額（増加△） 　 △267 232

仕入債務の増減額（減少△） 　 368 △1,232

役員賞与の支払額 　 △50 －

その他 　 △68 714

小計 　 6,479 11,984

利息及び配当金の受取額 　 139 253

利息の支払額 　 △2 △3

法人税等の支払額 　 △2,968 △3,297

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 3,646 8,936
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

定期預金の預入による支出 　 △1,873 △1,787

定期預金の払戻による収入 　 228 1,479

有価証券の取得による支出 　 － △2,978

有形固定資産の取得による支出 　 △268 △955

有形固定資産の売却による収入 　 6 7

無形固定資産の取得による支出 　 △481 △215

投資有価証券の取得による支出 　 △18,469 △16,416

投資有価証券の売却による収入 　 4,023 6,048

投資有価証券の償還による収入 　 7,000 15,000

貸付の回収による収入 　 20 3

保険積立金の払込による支出 　 △1,016 △300

その他 　 1,489 △81

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △9,340 △196

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

長期借入金の返済による支出 　 △19 △21

自己株式の取得による支出 　 △3 △13

配当金の支払額 　 △3,007 △3,009

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △3,030 △3,045

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 5 △1

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額（減少△） 　 △8,718 5,694

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 21,201 12,482

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 12,482 18,176
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　１社

　連結子会社の名称

　　㈱サングリーン

(2) 非連結子会社の名称等

Sangetsu America, Inc.

　

 　(連結の範囲から除いた理由)

　  Sangetsu America, Inc.は、小規模で

あり、総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。

(1) 連結子会社の数　　１社

　連結子会社の名称

　　㈱サングリーン

(2) 非連結子会社の名称等

Sangetsu America, Inc.

㈱共和住器

 　(連結の範囲から除いた理由)

　  非連結子会社は、いずれも小規模で

あり、総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。

２．持分法の適用に関する事

項

　持分法を適用しない非連結子会社の名

称等

Sangetsu America, Inc.

 

（持分法を適用しない理由）　

 当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いても連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がないため

持分法の適用範囲から除外しておりま

す。

　持分法を適用しない非連結子会社の名

称等

Sangetsu America, Inc.

㈱共和住器

（持分法を適用しない理由）　

 非連結子会社は、いずれも当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

  連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券

　　満期保有目的の債券

　　  償却原価法（定額法）

 　 その他有価証券

 　　 時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

      時価のないもの

 　　　 移動平均法による原価法

  ②　デリバティブ

  　　時価法

  ③　たな卸資産

　　商品

 　　 主として移動平均法による原価法

    貯蔵品

 　　 最終仕入原価法による低価法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券

　　満期保有目的の債券

同左

 　 その他有価証券

 　　 時価のあるもの

同左　

 

 

      時価のないもの

同左

　②　　　　──────

 

  ③　たな卸資産

　　商品

同左

    貯蔵品

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日）

 

 

 

 

 

 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法

　①  有形固定資産

　定率法によっております。ただし、

連結子会社は平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法によっており

ます。

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　　　建物及び構築物　　　　10～50年

 　　 機械装置及び運搬具　　４～18年

　

 

 

 

 

 

 

 

　

 

 

　

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

　②　無形固定資産

   　 定額法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法

　①  有形固定資産

　定率法によっております。ただし、

連結子会社は平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法によっており

ます。

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　　　建物及び構築物　　　　10～50年

 　　 機械装置及び運搬具　　４～18年

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当連結会計

年度より、平成19年４月１日以降に

取得した資産について、当社は改正

後の法人税法に基づく定率法、連結

子会社は改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。

  これによる損益に与える影響は軽

微であります。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。

これにより営業利益が51百万円、

経常利益及び税金等調整前当期純利

益がそれぞれ52百万円減少しており

ます。

　なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。

　②　無形固定資産

同左

 

EDINET提出書類

株式会社サンゲツ(E03071)

有価証券報告書

34/83



項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日）

　  (3) 重要な引当金の計上基準

  ①　貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

　②　賞与引当金

  従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当連結会計年

度の負担額を計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ①　貸倒引当金

同左

 

 

 

 

 

　②　賞与引当金

同左

 

 

　 　③　役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備えて、当連結会

計年度における支給見込額に基づき

計上しております。 　

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第

４号　平成17年11月29日）を適用し

ております。 

　これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は、それぞ

れ50百万円減少しております。　

　なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。

　③　　　　──────

　　　　　

 

 　

　

　

 

 

 

 

 

 

　   ④　退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

  過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により

費用処理しております。

  数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしておりま

す。

  ④　退職給付引当金 

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日）

　   ⑤　役員退職慰労引当金 

　役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

（会計方針の変更）

役員の退職慰労金については、従

来、支給時の費用として処理してお

りましたが、当連結会計年度より、内

規に基づく期末要支給額を役員退職

慰労引当金として計上する方法に変

更しております。　

　この変更は、当社における役員退職

慰労金内規の改定を機に、将来の支

給時における一時的負担の増大を避

け、期間損益の適正化を図るために

行うものであります。

　この変更により、当連結会計年度発

生額38百万円は販売費及び一般管理

費に計上し、過年度相当額1,053百万

円については特別損失に計上してお

ります。

　この結果、従来の方法によった場合

に比べて、営業利益及び経常利益は

それぞれ38百万円減少し、税金等調

整前当期純利益は1,091百万円減少

しております。

　また、セグメント情報に与える影響

については、当該箇所に記載してお

ります。

  ⑤　役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。　

　   なお、当該会計方針の変更を当下

半期に実施したのは、当社の役員退

職慰労金内規の改定を平成19年３月

開催の取締役会で決議したことによ

るものです。従って、当中間連結会計

期間は従来の方法によっており、変

更後の方法によった場合に比べて、

営業利益及び経常利益はそれぞれ18

百万円、税金等調整前中間純利益は

1,071百万円多く計上されておりま

す。

 

　  (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日）

　  (5) 重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左

　  (6) 重要なヘッジ会計の方法

　①  ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。また、為替変動リスクのヘッジに

ついて振当処理の要件を充たしてい

るものは、振当処理を採用しており

ます。

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段

　　クーポンスワップ

  ヘッジ対象

外貨建金銭債務及び外貨建予定取

引

  ③　ヘッジ方針

　内規に基づき、為替変動リスクを

ヘッジしております。

  ④　ヘッジ有効性評価の方法

  採用しているヘッジ会計の方法は

スワップ取引に係る振当処理である

ため、有効性の評価を省略しており

ます。 

(6)　　　　 ──────

　  (7) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

  消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。

 (7) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

  消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。

同左

６．のれんの償却に関する事

項 

のれんの償却については、発生年度よ

り５年間の定額法により償却しておりま

す。 

　　　　　　　同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

  手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日または償還期限の到

来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な投資からなっ

ております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は118,494百

万円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

 　　              ──────

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲記

されていたものは、当連結会計年度から「のれん」と表

示しております。 

　　               ──────

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれ

ん償却額」と表示しております。 

　　               ──────

EDINET提出書類

株式会社サンゲツ(E03071)

有価証券報告書

38/83



注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１  非連結子会社に対するものは、次のとおりであり

ます。

投資有価証券（株式） 113百万円

※１  非連結子会社に対するものは、次のとおりであり

ます。

投資有価証券（株式）    467百万円

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

建物及び構築物 157百万円

土地  710

　計　  867

建物及び構築物    149百万円

土地 　710

　計　  860

  　　担保付債務は、次のとおりであります。   　　担保付債務は、次のとおりであります。

買掛金 45百万円

１年以内返済予定の長期借入金  21

長期借入金 248

  計  315

買掛金   48百万円

１年以内返済予定の長期借入金  21

長期借入金  227

  計  296

３  保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。

㈱コウン 188百万円

３  保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。

㈱コウン    158百万円

※４　連結会計年度末日満期手形 

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度

末残高に含まれております。 

受取手形 1,658百万円

支払手形 224

※４　　　　　　　 ──────

　

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　一般管理費に含まれる研究開発費    195百万円 ※１　一般管理費に含まれる研究開発費    142百万円

※２　固定資産売却益の内訳 ※２　固定資産売却益の内訳

機械装置及び運搬具 2百万円

　  

機械装置及び運搬具  3百万円

工具器具備品  0

　計  3

※３　固定資産売却損の内訳 ※３　固定資産売却損の内訳

機械装置及び運搬具  2百万円 機械装置及び運搬具   1百万円

※４　固定資産除却損の内訳 ※４　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 69百万円

機械装置及び運搬具  21

その他  67

　計  157

建物及び構築物   1百万円

機械装置及び運搬具  6

工具器具備品  21

　計  28

※５　減損損失 ※５ 　　　　　　　──────

　減損損失計上額に重要性がないため、注記を省略し

ております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

増加株式数（株） 減少株式数（株）
当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 42,188,240 － － 42,188,240

合計 42,188,240 － － 42,188,240

自己株式     

普通株式（注） 2,052,050 1,204 － 2,053,254

合計 2,052,050 1,204 － 2,053,254

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加1,204株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,505 37.5 平成18年３月31日平成18年６月30日

平成18年11月９日
取締役会

普通株式 1,505 37.5 平成18年９月30日平成18年12月１日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,505 利益剰余金 37.5 平成19年３月31日平成19年６月29日

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

増加株式数（株） 減少株式数（株）
当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 42,188,240 － － 42,188,240

合計 42,188,240 － － 42,188,240

自己株式     

普通株式（注） 2,053,254 5,642 － 2,058,896

合計 2,053,254 5,642 － 2,058,896

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加5,642株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,505 37.5 平成19年３月31日平成19年６月29日

平成19年11月８日
取締役会

普通株式 1,505 37.5 平成19年９月30日平成19年12月３日
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(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,504 利益剰余金 37.5 平成20年３月31日平成20年６月27日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 13,226百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期
預金

△743  

現金及び現金同等物 12,482  

現金及び預金勘定 17,727百万円
有価証券勘定のうち預入期間が
３ヶ月以内の譲渡性預金

1,500 

預入期間が３ヶ月を超える定期
預金

△1,051  

現金及び現金同等物 18,176  
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引（借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

3 3 0

工具器具備品 53 8 44

合計 56 11 44

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

工具器具備品 53 19 33

合計 53 19 33

（注）　　　　　　　同左 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 10百万円

１年超 33

計 44

１年内   10百万円

１年超 23

計 33

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

（注）　　　　　　　同左

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額　　9百万円 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 　10百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引（借主側） ２．オペレーティング・リース取引（借主側）

未経過リース料 未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 2

計 4

１年内  259百万円

１年超 259

計 518

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　 種類
連結貸借対照表計
上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表計上
額を超えるもの

(1) 国債・地方債等 7,996 7,999 3

(2) 政府保証債 － － －

(3) その他 － － －

小計 7,996 7,999 3

時価が連結貸借対照表計上
額を超えないもの

(1) 国債・地方債等 5,997 5,991 △5

(2) 政府保証債 1,001 999 △1

(3) その他 － － －

小計 6,998 6,990 △7

合計 14,995 14,990 △4

２．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

(1) 株式 1,279 4,032 2,753

(2) 債券 － － －

(3) その他 5,068 5,081 12

小計 6,347 9,113 2,765

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

(1) 株式 347 328 △18

(2) 債券 － － －

(3) その他 － － －

小計 347 328 △18

合計 6,695 9,442 2,746

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

4,023 7 －

４．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 609

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　 １年以内（百万円）
１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超（百万円）

１．債券     

(1) 国債・地方債等 13,993 － － －

(2) 政府保証債 1,001 － － －

２．その他 － － － －

合計 14,995 － － －

（注）　当連結会計年度において、その他有価証券について28百万円減損処理を行っております。なお、当該株式の減

損処理にあたっては、時価のある株式については、回復可能性があると認められる場合を除き、連結会計年度末

の時価が取得原価の30％以上下落した銘柄を対象としております。但し、取得原価の30％以上50％未満下落し

ている銘柄については、株価の推移を勘案し、その適否を判定しております。また、時価のない株式については、

回復可能性があると認められる場合を除き、実質価額が取得原価の50％以上下落した銘柄を対象としておりま

す。

当連結会計年度（平成20年３月31日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの
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　 種類
連結貸借対照表計
上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表計上
額を超えるもの

(1) 国債・地方債等 10,993 11,001 8

(2) 社債 － － －

(3) その他 － － －

小計 10,993 11,001 8

時価が連結貸借対照表計上
額を超えないもの

(1) 国債・地方債等 4,010 4,009 △1

(2) 社債 － － －

(3) その他 － － －

小計 4,010 4,009 △1

合計 15,003 15,010 6

２．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

(1) 株式 1,202 2,756 1,554

(2) 債券 － － －

(3) その他 3,028 3,035 7

小計 4,231 5,792 1,561

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

(1) 株式 383 342 △41

(2) 債券 － － －

(3) その他 50 39 △10

小計 434 382 △51

合計 4,665 6,174 1,509

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

6,048 18 －

４．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 590

譲渡性預金 1,500

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　 １年以内（百万円）
１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超（百万円）

１．債券     

(1) 国債・地方債等 15,003 － － －

(2) 社債 － － － －

２．その他 1,500 － － －

合計 16,503 － － －

（注）　当連結会計年度において、その他有価証券について50百万円減損処理を行っております。なお、当該株式の減

損処理にあたっては、時価のある株式については、回復可能性があると認められる場合を除き、連結会計年度末

の時価が取得原価の30％以上下落した銘柄を対象としております。但し、取得原価の30％以上50％未満下落し

ている銘柄については、株価の推移を勘案し、その適否を判定しております。また、時価のない株式については、

回復可能性があると認められる場合を除き、実質価額が取得原価の50％以上下落した銘柄を対象としておりま

す。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容

  利用しているデリバティブ取引は、スワップ取引

のみであります。

デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事

項はありません。

(2) 取引に対する取組方針

  デリバティブ取引は、将来の為替変動リスクの低

減を図ることを目的としており、投機的な取引は行

わない方針であります。

 

(3) 取引の利用目的

  デリバティブ取引は、外貨建金銭債務の為替変動

による損失の可能性を減殺することを目的として利

用しております。

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

 

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替

変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充

たしているものは、振当処理を採用しております。

 

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

 　　 クーポンスワップ

 

ヘッジ対象

  　　外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

 

③　ヘッジ方針

　内規に基づき、為替変動リスクをヘッジしており

ます。

 

④　ヘッジ有効性評価の方法

      採用しているヘッジ会計の方法はスワップ取引

に係る振当処理であるため、有効性の評価を省略

しております。

 

(4) 取引に係るリスクの内容

  クーポンスワップ取引は為替相場の変動によるリ

スクを有しております。

 

(5) 取引に係るリスク管理体制

  デリバティブ取引の執行・管理については、取引

権限等を定めた社内ルールに従い、資金担当部門が

決裁担当者の承認を得て行っております。

 

２．取引の時価等に関する事項

期末残高がないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度と厚生年金基金制度を併用しておりましたが、代行部

分の返上に伴い、確定給付企業年金法に基づき平成17年４月１日に厚生年金基金制度から基金型企業年金

制度へ移行しました。また、連結子会社は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

(1) 退職給付債務（百万円） 　 △3,667 　 　 △4,012 　

(2) 年金資産（百万円）   2,958 　 　 2,634 　

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2)（百万円） 　 △708 　 　 △1,377 　

(4) 未認識過去勤務債務（債務の減額）
（百万円）

　 △211 　 　 △185 　

(5) 未認識数理計算上の差異（百万円） 　 △90 　 　 577 　

(6) 連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5)
（百万円）

　 △1,011 　 　 △985 　

(7) 前払年金費用（百万円） 　 449 　 　 498 　

(8) 退職給付引当金(6)－(7)（百万円） 　 △1,461 　 　 △1,484 　

（注）　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1) 勤務費用（百万円） 　 206 　 　 215 　

(2) 利息費用（百万円） 　 66 　 　 72 　

(3) 期待運用収益（減算）（百万円） 　 △96 　 　 △103 　

(4) 過去勤務債務の費用処理額（減算）
（百万円）

　 △26 　 　 △26 　

(5) 数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 　 △0 　 　 8 　

(6) 退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)
（百万円）

　 148 　 　 167 　

（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1) 勤務費用」に計上しております。
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(2) 割引率（％） 2.0 2.0

(3) 期待運用収益率（％） 3.5 3.5

(4) 過去勤務債務の額の処理年数（年） 10 10
　 （発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により費用

処理しております。）

同左

(5) 数理計算上の差異の処理年数（年） 10 10
　 （各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理す

ることとしております。）

同左

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　

平成20年３月31日）

該当事項はありません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）   

貸倒引当金 473百万円

減損損失 283 　

未払事業税 171  

賞与引当金 331  

退職給付引当金 410  

役員退職慰労引当金 442  

投資有価証券評価損 163  

その他 359  

繰延税金資産小計 2,636  

評価性引当額 △96  

繰延税金資産合計 2,539  

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △610  

繰延税金負債合計 △610  

繰延税金資産の純額 1,928  

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 　　　

流動資産－繰延税金資産 700百万円

固定資産－繰延税金資産 1,228  

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.55％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入され
ない項目   

1.21  

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 

△0.14
 

住民税均等割 0.96  

法人税額特別控除 △0.76  

のれん償却額 1.14  

評価性引当額の増減 0.20  

その他 △0.16  

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

43.00
 

（繰延税金資産）   

貸倒引当金 702百万円

減損損失 280 　

未払事業税 150  

賞与引当金 352  

退職給付引当金 399  

役員退職慰労引当金 456  

投資有価証券評価損 705  

その他 362  

繰延税金資産小計 3,408  

評価性引当額 △2,060  

繰延税金資産合計 1,348  

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △333  

繰延税金負債合計 △333  

繰延税金資産の純額 1,015  

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 　　　

流動資産－繰延税金資産 666百万円

固定資産－繰延税金資産 349  

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.55％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入され
ない項目   

0.60  

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 

△0.16
 

住民税均等割 0.84  

法人税額特別控除 △0.23  

のれん償却額 1.00  

評価性引当額の増減 30.85  

その他 △0.09  

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

73.36
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　
インテリア
事業
（百万円）

エクステリア
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上
高 111,023 11,710 122,733 － 122,733

(2) セグメント間の内部売
上高又は振替高 － － － － －

計 111,023 11,710 122,733 － 122,733

営業費用 103,985 11,517 115,502 (2) 115,499

営業利益 7,038 193 7,231 2 7,233

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損
失及び資本的支出

     

資産 132,557 6,027 138,585 (4) 138,580

減価償却費 1,224 49 1,274 － 1,274

減損損失 6 － 6 － 6

資本的支出 768 36 805 － 805

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　
インテリア
事業
（百万円）

エクステリア
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上
高 107,393 11,783 119,176 － 119,176

(2) セグメント間の内部売
上高又は振替高 － － － － －

計 107,393 11,783 119,176 － 119,176

営業費用 101,193 11,675 112,869 (0) 112,868

営業利益 6,200 107 6,307 0 6,307

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本
的支出

     

資産 130,089 5,569 135,659 (2) 135,656

減価償却費 1,235 44 1,279 － 1,279

資本的支出 1,200 19 1,220 － 1,220

（注）１．事業区分の方法

事業は、商品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な商品

インテリア事業・・・・ 壁装材、カーテン、床材等          

エクステリア事業・・・ 門扉、フェンス、カーポート、テラス等

３. 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。

４．会計方針の変更（前連結会計年度） 

(1) 役員賞与に関する会計基準 
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「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(3)③に記載のとおり、当連結会計年度よ

り、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「インテリア事業」の営業費用は50百万円増加

し、営業利益が同額減少しております。 

(2) 役員退職慰労引当金の計上基準 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(3)⑤に記載のとおり、当連結会計年度よ

り、役員退職慰労金については、内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方

法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業費用は、「インテリ

ア事業」が34百万円、「エクステリア事業」が３百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少してお

ります。

５．追加情報（当連結会計年度） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(2)①に記載のとおり、当連結会計年度より、

法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。こ

れにより、営業費用は、「インテリア事業」が51百万円、「エクステリア事業」が０百万円増加し、営業利

益がそれぞれ同額減少しております。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　

平成20年３月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外事務所がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　

平成20年３月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日） 

役員及び個人主要株主等

属性
会社等の　

名称
住所

資本金又

は出資金

 （百万円）

事業の

内容又

は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

　（％）

関係内容
取引の　

内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）役員の

兼任等

事業上の

関係

役員及び　

その近親　

者が議決　

権の過半　

数を所有　

している　

会社等

㈲プーロ

名古屋

市瑞穂

区

3 小売業
（被所有）

　直接 0.1
―

当社商品

の販売

当社商品

の販売

（注２）

1 売掛金 0

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

当社商品の販売については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 2,952円41銭

１株当たり当期純利益金額 79円33銭

１株当たり純資産額     2,908円45銭

１株当たり当期純利益金額   42円27銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 118,494 116,714

純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

－ －

普通株式に係る期末の純資産額　　　　（百万
円）

118,494 116,714

１株当たり純資産額の算定に用いられた期
末の普通株式の数（千株）

40,134 40,129

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 3,183 1,696

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,183 1,696

期中平均株式数（千株） 40,135 40,133
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。 当社は、山田照明株式会社と照明器具製造販売事業に

関し業務提携を行うこととし、同社の事業を承継する会

社の第三者割当増資の引受（子会社化）に関し、平成20

年５月23日に基本合意契約を締結いたしました。

１．資本業務提携の理由

当社は、更なる事業領域と収益の拡大を目的として、当

社業務と隣接する照明器具販売事業に参入することとい

たしました。　

２．資本業務提携の概要　

当社は、平成20年７月１日付で、山田照明株式会社の会

社分割による承継会社の第三者割当増資140株（発行後

の発行済株式総数に占める所有割合70％）を引受け、承

継会社を当社の子会社といたします。

なお、事業承継の対価（承継会社から分割会社へ支

払）及び運転資金に充当するため、当社は承継会社へ10

億円以内の貸付を行う予定であります。

また、平成20年７月１日以降、分割会社は社名を変更

し、承継会社が山田照明株式会社の商号で事業を行いま

す。　

３．山田照明株式会社（分割会社）の概要

(1) 商号　　　　　　山田照明株式会社　　　　　

(2) 主な事業内容　　照明器具製造販売　　　

(3) 設立      　　　昭和21年９月　　

(4) 所在地　　　　　東京都千代田区

(5) 代表者　　　　　代表取締役社長　山田光夫

(6) 資本金　　　　　150百万円（平成20年３月31日

　現在）

(7) 従業員数　　　　153名（平成20年３月31日現在）　　　　

(8) 事業所　　　　　本社（東京都千代田区）、大

　阪、名古屋、福岡他５拠点

(9) 決算日　　　　　３月31日

(10)売上高　　　　　4,343百万円（平成20年３月期）

４．第三者割当増資引受の内容

(1) 発行新株式数　　普通株式　190株

(2) 増資前発行済　　10株
　　株式総数　　　

(3) 増資後発行済    200株
　　株式総数　　　

(4) 当社への割当    140株
　　株式数　　　

(5) 払込期日　　　　平成20年７月１日

(6) 払込金額　　　　７百万円
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 21 21 1.4 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 248 227 1.4 平成21年から
平成33年 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他の有利子負債 － － －  － 

合計 270 248 － －

（注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下の

とおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 21 21 20 21

(2) 【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

 　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  12,345   17,195  

２．受取手形 ※２  27,350   24,573  

３．売掛金 　  15,944   14,772  

４．有価証券 　  14,995   16,503  

５．商品 　  6,889   7,140  

６．貯蔵品 　  1,421   926  

７．前渡金 　  69   42  

８．前払費用 　  66   59  

９．繰延税金資産 　  659   625  

10．その他 　  386   258  

貸倒引当金 　  △516   △807  

流動資産合計 　  79,612 59.1  81,292 61.4

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1) 建物 　 21,471   21,565   

減価償却累計額 　 △13,489 7,981  △14,030 7,535  

(2) 構築物 　 816   817   

減価償却累計額 　 △536 279  △564 252  

(3) 機械装置 　 9,403   9,510   

減価償却累計額 　 △8,092 1,310  △8,265 1,244  

(4) 車両運搬具 　 459   454   

減価償却累計額 　 △346 113  △354 99  

(5) 工具器具備品 　 2,983   2,937   

減価償却累計額 　 △2,446 537  △2,413 523  

(6) 土地 　  17,439   17,446  

(7) 建設仮勘定 　  86   518  

有形固定資産合計 　  27,747 20.6  27,620 20.9
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

２．無形固定資産 　       

(1) 借地権 　  67   67  

(2) ソフトウェア 　  635   710  

(3) 電話加入権 　  64   64  

(4) その他 　  3   2  

無形固定資産合計 　  771 0.6  845 0.6

３．投資その他の資産 　       

(1) 投資有価証券 　  9,956   6,698  

(2) 関係会社株式 　  2,351   2,351  

(3) 長期貸付金 　  89   86  

(4) 破産更生債権等 　  513   371  

(5) 長期前払費用 　  78   61  

(6) 繰延税金資産 　  1,221   328  

(7) 長期性預金 　  6,500   6,500  

(8) 保険積立金 　  2,888   3,188  

(9) 差入保証金 　  2,635   2,672  

(10)前払年金費用 　  449   498  

(11)その他 　  1,147   1,146  

  貸倒引当金 　  △1,168   △1,333  

投資その他の資産合計 　  26,664 19.8  22,569 17.1

固定資産合計 　  55,184 40.9  51,036 38.6

資産合計 　  134,796 100.0  132,328 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形 　  －   1  

２．買掛金 　  9,496   8,543  

３．未払金 　  1,035   1,259  

４．未払費用 　  385   397  

５．未払法人税等 　  1,876   1,662  

６．未払消費税等 　  95   141  

７．預り金 　  29   43  

８．賞与引当金 　  770   818  

９．役員賞与引当金 　  50   －  

10．その他 　  0   34  

流動負債合計 　  13,738 10.2  12,902 9.8

Ⅱ　固定負債 　       

１．退職給付引当金 　  1,418   1,438  

２．役員退職慰労引当金 　  1,063   1,098  

３．長期預り金 　  113   185  

固定負債合計 　  2,595 1.9  2,722 2.1

負債合計 　  16,334 12.1  15,624 11.8
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  13,616 10.1  13,616 10.3

２．資本剰余金 　       

　　資本準備金 　 20,005   20,005   

資本剰余金合計 　  20,005 14.8  20,005 15.1

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 3,404   3,404   

(2）その他利益剰余金 　       

別途積立金 　 74,400   74,400   

繰越利益剰余金 　 9,252   7,940   

利益剰余金合計 　  87,056 64.6  85,744 64.8

４．自己株式 　  △3,851 △2.9  △3,864 △2.9

株主資本合計 　  116,827 86.7  115,502 87.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

　　その他有価証券評価差額
金

　  1,634 1.2  1,201 0.9

評価・換算差額等合計 　  1,634 1.2  1,201 0.9

純資産合計 　  118,462 87.9  116,703 88.2

負債純資産合計 　  134,796 100.0  132,328 100.0
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②【損益計算書】

　
　

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  111,023 100.0  107,393 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１．商品期首たな卸高 　 7,119   6,889   

２．当期商品仕入高 　 80,791   78,018   

合計 　 87,911   84,908   

３．商品期末たな卸高 　 6,889 81,021 73.0 7,140 77,767 72.4

売上総利益 　  30,002 27.0  29,625 27.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．荷造運搬費 　 5,430   5,409   

２．販売奨励金 　 435   422   

３．広告宣伝費 　 1,180   941   

４．見本帳費 　 2,200   2,325   

５．給料手当 　 5,473   5,661   

６．賞与引当金繰入額 　 770   818   

７．役員賞与引当金繰入額 　 50   －   

８．退職給付費用 　 142   160   

９．役員退職慰労引当金繰
入額

　 34   35   

10．福利厚生費 　 897   914   

11．交通通信費 　 495   479   

12．貸倒引当金繰入額 　 227   442   

13．営繕光熱費 　 799   910   

14．賃借料 　 1,976   2,003   

15．租税公課 　 507   513   

16．減価償却費 　 1,215   1,227   

17．その他 ※１ 1,126 22,963 20.7 1,160 23,425 21.8

営業利益 　  7,038 6.3  6,200 5.8
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 74   106   

２．有価証券利息 　 38   91   

３．受取配当金 　 48   58   

４．不動産賃貸収入 　 36   38   

５．為替差益 　 14   18   

６．その他 　 96 309 0.3 81 393 0.4

Ⅴ　営業外費用 　       

１．不動産賃貸費用 　 13   14   

２．その他 　 4 18 0.0 4 19 0.0

経常利益 　  7,329 6.6  6,574 6.1

Ⅵ　特別利益 　       

１．固定資産売却益  ※２ 0   0   

２．投資有価証券売却益 　 7 8 0.0 18 18 0.0

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産売却損 ※３ 1   1   

２．固定資産除却損 ※４ 155   28   

３．投資有価証券評価損 　 28   50   

４．減損損失 ※５ 6   －   

５．過年度役員退職慰労引
当金繰入額

 1,029   －   

６．貸倒引当金繰入額  670   218   

７．契約解除損 　 －   35   

８．その他   30 1,922 1.7 2 336 0.3

税引前当期純利益 　  5,415 4.9  6,256 5.8

法人税、住民税及び事業
税

　 2,965   2,845   

法人税等調整額 　 △717 2,247 2.0 1,712 4,558 4.2

当期純利益 　  3,167 2.9  1,698 1.6
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）　

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

13,616 20,005 20,005 3,404 74,400 9,145 86,949 △3,847 116,723

事業年度中の変動額          

剰余金の配当（注）      △1,505 △1,505  △1,505

剰余金の配当      △1,505 △1,505  △1,505

役員賞与（注）      △50 △50  △50

当期純利益      3,167 3,167  3,167

自己株式の取得        △3 △3

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － － － 107 107 △3 103

平成19年３月31日　残高
（百万円）

13,616 20,005 20,005 3,404 74,400 9,252 87,056 △3,851 116,827

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

2,056 2,056 118,780

事業年度中の変動額    

剰余金の配当（注）   △1,505

剰余金の配当   △1,505

役員賞与（注）   △50

当期純利益   3,167

自己株式の取得   △3

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

△422 △422 △422

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△422 △422 △318

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,634 1,634 118,462

（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

13,616 20,005 20,005 3,404 74,400 9,252 87,056 △3,851 116,827

事業年度中の変動額          

剰余金の配当      △3,010 △3,010  △3,010

当期純利益      1,698 1,698  1,698

自己株式の取得        △13 △13

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － － － △1,311 △1,311 △13 △1,325

平成20年３月31日　残高
（百万円）

13,616 20,005 20,005 3,404 74,400 7,940 85,744 △3,864 115,502

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,634 1,634 118,462

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △3,010

当期純利益   1,698

自己株式の取得   △13

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

△433 △433 △433

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△433 △433 △1,758

平成20年３月31日　残高
（百万円）

1,201 1,201 116,703
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

(1) 満期保有目的の債券

同左

　 (2) 子会社株式

移動平均法による原価法

(2) 子会社株式

同左

　 (3) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

(3) その他有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

　　　　　同左

２. デリバティブの評価基準

及び評価方法

 時価法

　

──────

 　　　　　　　

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品

移動平均法による原価法

(2) 貯蔵品

最終仕入原価法による低価法

(1) 商品

同左

(2) 貯蔵品

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　定率法によっております。

(1) 有形固定資産

　定率法によっております。

　 　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　15～50年

機械装置　　12～18年

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　15～50年

機械装置　　12～18年

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した

資産について、改正後の法人税法に基

づく定率法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微

であります。

（追加情報） 

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に到

達した事業年度の翌事業年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益がそれぞれ51百万円減

少しております。

　 (2) 無形固定資産

　定額法によっております。

(2) 無形固定資産

同左

　 (3) 長期前払費用

　均等額償却によっております。

(3) 長期前払費用

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

同左

６．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額のうち当事業年度の負担額を

計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

　 (3) 役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備えて、当事業年度

における支給見込額に基づき計上して

おります。

（会計方針の変更） 

　当事業年度より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号　平

成17年11月29日）を適用しておりま

す。

　これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ50百万円

減少しております。

(3)　　　　 ──────

　

　 (4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理

しております。　

　数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することと

しております。

(4) 退職給付引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　 (5) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

（会計方針の変更）

  役員の退職慰労金については、従来、

支給時の費用として処理しておりまし

たが、当事業年度より、内規に基づく期

末要支給額を役員退職慰労引当金とし

て計上する方法に変更しております。

　この変更は、当社における役員退職慰

労金内規の改定を機に、将来の支給時

における一時的負担の増大を避け、期

間損益の適正化を図るために行うもの

であります。

　この変更により、当事業年度発生額34

百万円は販売費及び一般管理費に計上

し、過年度相当額1,029百万円について

は特別損失に計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

　

　

　

　

　 　この結果、従来の方法によった場合に

比べて、営業利益及び経常利益はそれ

ぞれ34百万円減少し、税引前当期純利

益は1,063百万円減少しております。

　なお、当該会計方針の変更を当下半期

に実施したのは、当社の役員退職慰労

金内規の改定を平成19年３月開催の取

締役会で決議したことによるもので

す。従って、当中間会計期間は従来の方

法によっており、変更後の方法によっ

た場合に比べて、営業利益及び経常利

益はそれぞれ16百万円、税引前中間純

利益は1,046百万円多く計上されてお

ります。

　

　

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

８．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

また、為替変動リスクのヘッジについ

て振当処理の要件を充たしているもの

は、振当処理を採用しております。

──────

　

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

クーポンスワップ

　

　

　

　 ヘッジ対象

外貨建金銭債務及び外貨建予定取

引

　

　

　 (3) ヘッジ方針

　当社の内規に基づき、為替変動リスク

をヘッジしております。

　

　

　 (4) ヘッジ有効性評価の方法

　当社の採用しているヘッジ会計の方

法はスワップ取引に係る振当処理であ

るため、有効性の評価を省略しており

ます。

　

　

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。

消費税等の会計処理

同左

　

会計方針の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は118,462百

万円であります。

  なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

　１　保証債務 　１　保証債務

　次の取引先について、金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。

　次の取引先について、金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。

㈱コウン 188百万円 ㈱コウン 158百万円

※２　期末日満期手形 ※２　　　　　　　 ──────

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしております。なお、当事業年度

の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日

満期手形が期末残高に含まれております。

　受取手形　　　　　　　　　　　　1,532百万円

　

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　研究開発費の総額 ※１　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 195百万円 一般管理費に含まれる研究開発費    142百万円

※２　固定資産売却益の内訳 ※２　固定資産売却益の内訳

車両運搬具 0百万円 工具器具備品  0百万円

※３　固定資産売却損の内訳 ※３　固定資産売却損の内訳

車両運搬具 1百万円 車両運搬具  1百万円

※４　固定資産除却損の内訳 ※４　固定資産除却損の内訳

建物 1百万円

構築物 67

機械装置 19

車両運搬具 1

工具器具備品 14

借地権 50

計 155

建物  1百万円

機械装置 　4

車両運搬具 1

工具器具備品 21

計 28

※５　減損損失 ※５　　　　　　　 ──────

減損損失計上額に重要性がないため、注記を省略し

ております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
増加株式数（株） 減少株式数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式（注） 2,052,050 1,204 － 2,053,254

合計 2,052,050 1,204 － 2,053,254

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加1,204株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
増加株式数（株） 減少株式数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式（注） 2,053,254 5,642 － 2,058,896

合計 2,053,254 5,642 － 2,058,896

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加5,642株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引（借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 3 3 0

工具器具備品 53 8 44

合計 56 11 44

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

工具器具備品 53 19 33

合計 53 19 33

　 （注）　　　　　　　同左

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 10百万円

１年超 33

計 44

１年内   10百万円

１年超 23

計 33

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

　 （注）　　　　　　　同左

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額　　9百万円 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額　 10百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

同左

２．オペレーティング・リース取引（借主側） ２．オペレーティング・リース取引（借主側）

未経過リース料 未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 2

計 4
　
（減損損失について）

  リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。

１年内  259百万円

１年超 259

計 518
　
（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

前事業年度（平成19年３月31日）及び当事業年度（平成20年３月31日）における子会社株式及び関連会社

株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）   

貸倒引当金 464百万円

減損損失 283 　

未払事業税 159  

賞与引当金 312  

退職給付引当金 392  

役員退職慰労引当金 431  

投資有価証券評価損 163  

その他 266  

繰延税金資産合計 2,473  

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △593  

繰延税金負債合計 △593  

繰延税金資産の純額 1,880  

（繰延税金資産）   

貸倒引当金 686百万円

減損損失 280 　

未払事業税 146  

賞与引当金 331  

退職給付引当金 381  

役員退職慰労引当金 445  

投資有価証券評価損 705  

その他 270  

繰延税金資産小計 3,247  

評価性引当額 △1,964  

繰延税金資産合計 1,282  

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △328  

繰延税金負債合計 △328  

繰延税金資産の純額 953  

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.55％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入され
ない項目   

0.52  

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 

△0.15
 

住民税均等割 0.83  

法人税額特別控除 △0.23  

評価性引当額の増減 31.40  

その他 △0.06  

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

72.86
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 2,951円60銭

１株当たり当期純利益金額 78円92銭

１株当たり純資産額     2,908円19銭

１株当たり当期純利益金額  42円32銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 118,462 116,703

純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

－ －

普通株式に係る期末の純資産額　　　　（百万
円）

118,462 116,703

１株当たり純資産額の算定に用いられた期
末の普通株式の数（千株）

40,134 40,129

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 3,167 1,698

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,167 1,698

期中平均株式数（千株） 40,135 40,133

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。 当社は、山田照明株式会社と照明器具製造販売事業に

関し業務提携を行うこととし、同社の事業を承継する会

社の第三者割当増資の引受（子会社化）に関し、平成20

年５月23日に基本合意契約を締結いたしました。

なお、詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １　連

結財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記事項 （重要な後

発事象）」 に記載のとおりであります。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証券 その他有価証券

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額
（百万円）

東海旅客鉄道㈱ 1,000 1,030

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

1,090,350 937

興和㈱ 154,000 299

㈱名古屋銀行 390,580 237

SAKURA VENTURES PTE.,

 LTD.
2,840,000 206

名工建設㈱ 225,643 162

㈱大垣共立銀行 240,000 128

リゾートトラスト㈱ 77,760 96

オーエスジー㈱ 62,213 71

㈱ヤマナカ 71,650 71

その他42銘柄 1,077,667 380

計 6,230,863 3,622

【債券】

有価証券 満期保有目的の債券

銘柄 券面総額（百万円） 貸借対照表計上額
（百万円）

第31回利付国債 2,000 1,999

第243回利付国債 1,000 1,000

第244回利付国債 1,000 1,000

第245回利付国債 1,000 1,000

第246回利付国債 1,000 1,000

第250回利付国債 1,000 1,001

第252回利付国債 1,000 1,001

第253回利付国債 2,000 2,005

第254回利付国債 2,000 2,005

第424回割引短期国債 2,000 1,994

第426回割引短期国債 1,000 996

計 15,000 15,003

【その他】

有価証券 その他有価証券

種類及び銘柄 投資口数等（口） 貸借対照表計上額
（百万円）

譲渡性預金（２銘柄） － 1,500

小計 － 1,500
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投資有価証券 その他有価証券

 証券投資信託受益証券（１銘柄） 74,894,638 39

外国投資信託受益証券（１銘柄） 300,000 3,035

小計 75,194,638 3,075

計 75,194,638 4,575

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 － － － 21,565 14,030 545 7,535

構築物 － － － 817 564 27 252

機械装置 － － － 9,510 8,265 217 1,244

車両運搬具 － － － 454 354 52 99

工具器具備品 － － － 2,937 2,413 147 523

土地 － － － 17,446 － － 17,446

建設仮勘定 － － － 518 － － 518

有形固定資産計 － － － 53,249 25,628 989 27,620

無形固定資産        

借地権 － － － 67 － － 67

ソフトウェア － － － 1,363 653 191 710

電話加入権 － － － 64 － － 64

その他 － － － 13 10 0 2

無形固定資産計 － － － 1,509 663 191 845

長期前払費用 236 36 － 272 211 53 61

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）１．有形固定資産の増加額及び減少額がいずれも有形固定資産の総額の５％以下であるため、「前期末残

高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。

２．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減

少額」の記載を省略しております。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 1,684 661 204 － 2,141

賞与引当金 770 818 770 － 818

役員賞与引当金 50 － 50 － －

役員退職慰労引当金 1,063 35 0 － 1,098
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

ａ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 437

預金  

当座預金 1,354

普通預金 11,888

定期預金 3,501

別段預金 14

小計 16,758

合計 17,195

ｂ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱ニップコーポレーション 1,099

㈱ツカサ 869

㈱美柳 857

佐藤㈱ 692

㈱シノダ 668

その他 20,385

合計 24,573

期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年４月満期 7,315

〃　 ５月 〃 6,398

〃　 ６月 〃 5,755

〃　 ７月 〃 4,373

〃　 ８月 〃 609

〃　 ９月以降満期 121

合計 24,573

ｃ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱ツカサ 655

永浜クロス㈱ 432

㈱ニップコーポレーション 343

㈱美柳 310
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相手先 金額（百万円）

㈱ワタナベ 260

その他 12,770

合計 14,772

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

15,944 114,987 116,160 14,772 88.7 48.9

（注）　消費税等の会計処理は税抜方式によっておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

ｄ．商品

内容 金額（百万円）

壁装材 1,779

カーテン 1,974

床材 3,302

その他 84

合計 7,140

ｅ．貯蔵品

内容 金額（百万円）

見本帳 926

②　流動負債

ａ．支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

BRUDER BAUMANN Ges.m.b.H. 1

合計 1

期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年５月満期 1

合計 1

b．買掛金

相手先 金額（百万円）

ＮＩ帝人商事㈱ 902

三菱商事㈱ 432
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相手先 金額（百万円）

オカモト㈱ 430

㈱アイエムアイ 429

大日本印刷㈱ 417

その他 5,930

合計 8,543

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株未満株券、100株券、500株券、1,000株券及び10,000株券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告に
よる公告をすることができない場合には、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次の
とおりです。 

http://www.sangetsu.co.jp/

株主に対する特典 なし

（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の

規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを

受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 臨時報告書

平成19年４月18日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書であ

ります。

(2）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第55期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出

(3）臨時報告書

平成19年11月12日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書であ

ります。

(4) 半期報告書

第56期中（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月20日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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　 独立監査人の監査報告書 　

    

   平成１９年６月２８日

株 式 会 社 サ ン ゲ ツ    

取 締 役 会　御中  

 監査法人 ト ー マ ツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松 岡 正 明　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 服 部 則 夫　　印

     

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社サンゲツの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結　会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動　　計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を　　　行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの　　　　合理的な保

証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した　　会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての　　　連結財務諸表の表示を

検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の　ための合理的な基礎を得た

と判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社サンゲツ及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに　　同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な　点にお

いて適正に表示しているものと認める。

追記情報

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．会計処理基準に関する事項(3)重要な引当金
の計上基準⑤役員退職慰労引当金（会計方針の変更）に記載されているとおり、会社及び連結　　子会

社は役員の退職慰労金について従来支給時の費用として処理していたが、当連結会計年度より内規に

基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上

（注）  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有

価証券報告書提出会社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。
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　 独立監査人の監査報告書 　

    

   平成２０年６月２６日

株 式 会 社 サ ン ゲ ツ    

取 締 役 会　御中  

 監査法人 ト ー マ ツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松 岡 正 明　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 服 部 則 夫　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、　「経理

の状況」に掲げられている株式会社サンゲツの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで

の連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主　資本等変動計

算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。　この連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を　　　行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの　　　　合理的な保

証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した　　会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての　　　連結財務諸表の表示を

検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の　ための合理的な基礎を得た

と判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社サンゲツ及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに　　同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な　点にお

いて適正に表示しているものと認める。

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、山田照明株式会社と照明器具製造販売事業に関

し業務提携を行うこととし、同社の事業を承継する会社の第三者割当増資の引受（子会社化）に関

し、平成２０年５月２３日に基本合意契約を締結した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上

（注）  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有

価証券報告書提出会社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。
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　 独立監査人の監査報告書 　

    

   平成１９年６月２８日

株 式 会 社 サ ン ゲ ツ    

取 締 役 会　御中  

 監査法人 ト ー マ ツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松 岡 正 明　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 服 部 則 夫　　印

     

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社サンゲツの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第５５期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の　立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を　　　行っ

た。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な　　保証を得

ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針　　及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の　　表示を検討するこ

とを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な　基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の　　基準に

準拠して、株式会社サンゲツの平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

重要な会計方針６．引当金の計上基準(5)役員退職慰労引当金（会計方針の変更）に記載されて　い
るとおり、会社は役員の退職慰労金について従来支給時の費用として処理していたが、当事業　年度よ

り内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上

（注）  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有

価証券報告書提出会社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。
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　 独立監査人の監査報告書 　

    

   平成２０年６月２６日

株 式 会 社 サ ン ゲ ツ    

取 締 役 会　御中  

 監査法人 ト ー マ ツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松 岡 正 明　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 服 部 則 夫　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、　「経理

の状況」に掲げられている株式会社サンゲツの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで

の第５６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動　　計算書及び附

属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査　法人の責任は独立

の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を　　　行っ

た。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な　　保証を得

ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針　　及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の　　表示を検討するこ

とを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な　基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の　　基準に

準拠して、株式会社サンゲツの平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上

（注）  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有

価証券報告書提出会社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。
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